
                                       

平成 25 年 2 月 13 日 

各      位 

        会 社 名 株式会社マツヤ 

        代表者名 代表取締役社長  小山 栄造 

  （J A S D A Q・コード７４５２） 
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  「内部統制報告書の訂正報告書」の提出に関するお知らせ 

 

 当社は、本日公表いたしました「過年度有価証券報告書等及び決算短信の訂正に関するお知らせ」に記載

のとおり、過去の有価証券報告書及び決算短信において訂正作業を進めてまいりました。本日、過年度の有

価証券報告書及び決算短信の訂正を提出するとともに、金融商品取引法第24条の4の5第1項に基づき、開示

すべき重要な不備がある旨を記載した「内部統制報告書の訂正報告書」を提出いたしましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 

 ご関係の皆様には多大なるご迷惑、ご心配をおかけいたしましたことを、心より深くお詫び申し上げます。 

  

記 

 

１．訂正の対象となる内部統制報告書 

 第 43 期（自 平成 22 年 3 月 1 日  至 平成 23 年 2 月 28 日） 

   第 44 期（自 平成 23 年 3 月 1 日  至 平成 24 年 2 月 29 日） 

 

２．訂正の内容 

第 43 期内部統制報告書の訂正内容は下記のとおりです。なお、第 44 期内部統制報告書については、

３【評価結果に関する事項】の訂正後２行目「平成 23 年 2 月 28 日現在」が「平成 24 年 2 月 29 日現

在」となる以外は同様の訂正内容となっておりますので、記載を省略いたします。 

 

３【評価結果に関する事項】 

（訂正前） 

 上記の評価の結果、当該事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると

判断しました。 

 



（訂正後） 

 下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすこととなり、重要

な欠陥に該当すると判断いたしました。したがって、平成 23 年 2 月 28 日現在において当社の財務報

告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。 

記 

当社において、不適切な会計処理が行われていた可能性があることが判明したため、平成 24 年 12

月 28 日に調査委員会を設置し、過去の会計処理の内容及びその根拠となる取引の状況等につき、徹底

した調査を進めてまいりました。 

調査委員会による調査の結果、平成 23 年 2 月期以降、仕入割戻等の架空計上及び不正ではないもの

の架空計上以外の原因による利益の過大計上並びにこれらに関する利益の過少計上があることと、取締

役の一部が私財を当社に入金し未収入金が回収されたものとする処理を行ったことが明らかになりま

した。 

また、たな卸資産につき、不正ではないものの当社が過大計上として修正する点の妥当性についても

調査報告書に言及されております。なお調査委員会の調査報告書については、平成 25 年 2 月 8 日付リ

リース（「調査委員会の調査報告及び当社の対応について」）にて公表されております。 

本件については、全社的な内部統制の重要な一部として経営者の業務執行を監督すべき取締役会の機

能不全があり統制環境に不備があること、また仕入割戻に係る業務プロセスにおける統制手続に不備が

あること、併せて、全社的な観点で評価する決算・財務報告プロセスでは、決算業務において充分な検

討がなされなかったこと、及び企業風土やコンプライアンス意識における問題点がありました。以上の

ような財務報告に係わる内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼし、重要な欠陥に該当すると

判断しました。したがって、当事業年度末日時点における当社の財務報告に係る内部統制は有効でない

と判断いたしました。 

本件に対する当社の対応として、不適切な会計処理が確認された過年度に遡り、平成 23 年 2 月期以

降の決算を訂正し、平成 23 年 2 月期から平成 24 年 2 月期の有価証券報告書の訂正報告書、平成 23

年 2 月期から平成 25 年 2 月期第 2 四半期までの四半期報告書の訂正報告書を提出いたしました。 

当社といたしましては、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、財務報告に係る内部統制

の重要な欠陥を是正するために、調査委員会より今後検討すべき再発防止策として提言いただいた以下

の諸点を踏まえ、コンプライアンス委員会において再発防止策を策定し、実行してまいります。 

（ⅰ）組織風土の改善 

（ⅱ）取締役間の連携、リスク管理体制の見直し等 

（ⅲ）商品部における仕入割戻等の管理の改善 

（ⅳ）財務部における管理機能の改善及び決算業務能力の改善等 

（ⅴ）内部監査部における有効な監査の実施等  

（ⅵ）内部通報制度に対する信頼回復 

 
 

以 上 

 


